
資料１－３

第２次新座市子ども・子育て支援事業計画　進捗管理表（地域子ども・子育て支援事業）

量の見込み 提供体制 量の見込み（利用実績） 提供体制（供給実績）
令和４年度
当初予算額

令和４年度
決算額

令和５年度
当初予算額

【基本型】
子育て支援コーディネーターを配置し、子育て家庭等の相
談を受けて、子育て支援に関する情報の提供や、子育て支
援サービスや保育所等の利用についての助言・支援を行っ
た。
また、新型コロナウイルス感染拡大の状況をみながら、地
域の関係機関との支援体制づくりのため、保育施設等を訪
問した。
⑴すぎのこ保育園地域子育て支援センター（市北部）
⑵児童センター地域子育て支援センター（市中央部）
・利用者数　５９９件（来所５６５件、電話１６件、その他１８
件）

３か所 ３か所 ２か所 ２か所 Ｂ

子育て支援コーディネーターを配置し、子
育て家庭等の相談を受けて、子育て支援
に関する情報の提供や、子育て支援サー
ビスの利用についての助言・支援を行う。
また、地域の関係機関との支援体制づく
りのため、保育施設、医療機関（産婦人科）
及び近隣の商業施設等を訪問する。
なお、栄保育園子育て支援センターで３か
所目の事業を開始する。

１１，０３４，０００円 １１，５６２，０００円 １６，５３５，０００円

３か所目の増設
について、適切な
事業所を検討し
た。

こども支援課

【特定型】
【利用者支援事業（特定型）１か所（市役所で利用者支援員
を配置し実施。）】・窓口相談件数　３６２件（来庁３５８件、
電話４件）・内訳：保育施設の利用について３９３件、一時保
育等の利用について２１件、その他３件（１回の相談で重複
するものも有。）・地域子育て支援センターにおける保育事
業等の周知活動　あすなろ、セサミ、つぼみ、山ゆり、るー
えん

１か所 １か所 １か所 １か所 Ｂ

利用者支援員の名称を保育コンシェル
ジュに変更し、引き続き教育・保育施設や
子育て支援サービス等の情報提供や相談
等を実施する。

４，２７６，０００円 ３，９４６，４９３円 ４，４８８，０００円 保育課

【母子保健型】
保健センター及び市役所こども支援課窓口で、妊娠届出及
び母子健康手帳の交付時に、専門職である母子保健コー
ディネーターが面接交付による相談支援を継続して実施し
た。
また、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、郵送で
の妊娠届出者や妊婦以外の方の届出の場合は、後日母子
保健コーディネーターが電話支援を継続し実施した。

・妊娠届出件数　 1,１１７件
・面接交付件数　 　８７７件
※妊婦以外5５件
・電話支援件数　　 ２４０件
・要支援妊婦（継続支援）　２６４件

１か所 １か所 １か所 １か所 Ｂ

保健センター及び市役所こども支援課窓
口で、妊娠届出及び母子健康手帳の交付
時に、専門職である母子保健コーディネー
ターが面接交付による相談支援を継続し
て実施する。

９，０４６，０００円 ８，８６０，３７８円 ９，３０６，０００円 保健センター

2 時間外保育事
業

就労時間の延長などにより通
常の保育時間を超える保育が
必要な場合、保育園等での保
育時間を延長して子どもの預
かりを行う。

保護者の就労形態の多様化、通勤時間の増加に伴う保育
時間の延長に対する需要に対応するため、保育園等での
保育時間を延長して児童の預かりを行った。

公立保育園６園        延べ２，４５５人
法人保育園３０園　　　延べ３３，５９１人
小規模保育施設２５園　延べ１，２１７人
認定こども園１園　　　延べ１１１人
計　延べ３７，３７４人

２，７１２人 ２，７１２人 １，６３８人 ３,３１７人 Ａ

利用者数は計画を下
回るが前年度を上回っ
ている。また、提供体
制は計画及び前年度
を上回っており、ニー
ズに対する受入体制が
十分整備されている。

保護者の就労形態の多様化、通勤時間の
増加に伴う保育時間の延長に対する需要
に対応するため、保育園その他の場所で
延長保育を行う。

実施園　公立保育園６園、法人保育園３１
園、小規模保育施設２４園、認定こども園
１園

４６，７８７，０００円 ３６，０３８，７９０円 ４６，２３２，０００円 保育課

3 放課後児童保
育室事業

親が共働きである世帯など、
留守が多い世帯の小学生を
対象に、児童館や学校の余裕
教室、公民館等で、放課後に
適切な遊びや生活の場を提
供する。

東北放課後児童保育室について、狭あい化の解消のため、
学校敷地内に新たに放課後児童保育室を整備した。 １，６３０人 １，５５８人 １，３４２人 １，５７９人 Ｂ

野寺放課後児童保育室について、狭あい
化を解消するために整備する新たな放課
後児童保育室の建設工事の設計を行う。

８７３，２４８，０００円 ８０３，１５８，６４８円 ７９５，５５６，０００円 保育課

事業
No.

事業名 事業内容

令和４年度実績

令和５年度の予定
計画 実績

備考 担当課
内容 進捗度 理由

事業費

1 利用者支援事
業

誰もが利用できる、子ども・
子育てに関するサービスの総
合案内として、就学前の子ど
も及びその保護者、又は妊娠
している方やその家族等が自
身のニーズに合わせた幼稚
園・保育園等の施設や地域の
子育て支援サービスを適切に
選択して利用できるように、
情報の提供や相談・支援を行
う。
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量の見込み 提供体制 量の見込み（利用実績） 提供体制（供給実績）
令和４年度
当初予算額

令和４年度
決算額

令和５年度
当初予算額

事業
No.

事業名 事業内容

令和４年度実績

令和５年度の予定
計画 実績

備考 担当課
内容 進捗度 理由

事業費

【ショートステイ】
適切にサービスを実施できる施設がないことから、児童相
談所の一時保護で対応する。

２７人 ２７人 ２６人 ２６人 Ｂ

【ショートステイ】
適切にサービスを実施できる施設がない
ことから、児童相談所の一時保護で対応
する。

０円 ０円 ０円 こども支援課

【トワイライトステイ】
ファミリー・サポート・センター事業による夜間の預かり援
助で対応した。

３００人 ３００人 ５０２人 ５０２人 Ｂ
【トワイライトステイ】
ファミリー・サポート・センター事業による
夜間の預かり援助で対応する。

０円 ０円 ０円

事業費について
は、「１０　ファミ
リー・サポート・セ
ンター事業」で対
応

こども支援課

5 乳児家庭全戸
訪問事業

生後４か月までの乳児がいる
全ての家庭に、保健師や助産
師が訪問し、子育てに関する
相談や保護者の心身の相談
に応じたり、母子保健サービ
スの情報提供などを行う。

生後４か月までの乳児がいる家庭を対象に、保健師や助産
師が赤ちゃん訪問を行った。
また、赤ちゃん訪問を受けていない生後４か月までの乳児
がいる家庭には「こんにちは赤ちゃん」訪問を行った。
訪問件数　９１９件

１，２１９人 １，２１９人 ９１９人 ９１９人 Ｂ

保健師や助産師が訪問し、子育てに関す
る相談や保護者の心身の相談に応じた
り、母子保健サービスの情報提供などを
行う。

６，５５５，０００円 ５，５５１，７０３円 ６，６８６，０００円 保健センター

6 養育支援訪問
事業

子育てに対して不安や孤立感
を抱える家庭や、様々な原因
で特に養育支援が必要となっ
ている家庭を訪問し、保健
師・助産師・保育士による養
育に関わる指導助言又はホー
ムヘルパーによる家事の援助
を実施することにより、適切
な養育ができるよう支援す
る。

利用者数０件
支援者研修会１回実施

２人 ２人 ０人 ２人 Ｂ
訪問回数（延べ）３３回
支援者研修会年１回実施

２１４，０００円 ２３，１２１円 ２０９，０００円

対象者がいる場
合にのみ支援す
るため、対象者が
いない場合もあ
る。

こども支援課

7
地域子ども・子
育て支援拠点
事業

乳幼児及びその保護者、又は
妊娠している方やその家族等
が相互の交流を行う場所を
開設し、子育てについての相
談、情報の提供、助言その他
の援助を行う。

地域子育て支援センターを９か所から１１か所に増やして
事業を実施した。
また、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、
利用制限を設けた上で事業を実施した。
・延べ利用者数：３６，９７８人（大人１７，３７９人、子ども１
９，５９９人）
・子育て相談件数５，５３４件、子育て情報提供件数５，４２
８件、サークル指導件数８４件

８５，４７３人 ８５，４７３人
（１３か所）

３６，９７８人 ３６，９７８人
（１１か所）

Ｃ
開設場所及び必要性
について、再検討して
いる。

市内１１か所の地域子育て支援センターに
おいて、乳幼児とその保護者、妊婦同士の
交流や、子育てについての相談、助言等の
支援を行う。

８６，９２４，０００円 ８９，４４４，０００円 ８６，９２９，０００円 こども支援課

4

子育て短期支
援事業（ショー
トステイ・トワイ
ライトステイ）

保護者が疾病・疲労など身体
上・環境上の理由により児童
の養護が一時的に困難となっ
た場合に、児童養護施設など
保護を適切に行うことができ
る施設等において養育・保護
を行う（ショートステイ）。
保護者が仕事等により帰宅時
間が夜間になる場合や休日
の勤務の場合に、児童養護施
設等において一時預かりを行
う（トワイライトステイ）。
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量の見込み 提供体制 量の見込み（利用実績） 提供体制（供給実績）
令和４年度
当初予算額

令和４年度
決算額

令和５年度
当初予算額

事業
No.

事業名 事業内容

令和４年度実績

令和５年度の予定
計画 実績

備考 担当課
内容 進捗度 理由

事業費

【幼稚園型】
・幼稚園又は認定こども園に在籍する満３歳以上の児童
で、教育時間の前後又は長期休業日等に当該幼稚園又は
認定こども園において一時的に保育を行った。

実施園４園
延べ１１，０９６人

４，０２９人／年 ７，３５０人／年 　１１，０９６人／年 ２３，１８０人／年 Ａ

令和２年度から実施す
る市内幼稚園が１か所
増えたため、延べ利用
者数及び提供体制が
計画を上回っている。

幼稚園又は認定こども園に在籍する満３
歳以上の児童で、教育時間の前後又は長
期休業日等に当該幼稚園又は認定こども
園において一時的に保育を行う。

実施園　５園

１，４１３，６００円 ４４６，０００円 ２，５４２，０００円 保育課

【一般型・余裕活用型】
・保護者の急病や断続的勤務・短時間勤務等の勤務形態の
多様化等に伴い、一時的に家庭において保育を受けるこ
とが困難となった乳幼児又は幼児について、主として昼間
において保育園その他の場所で一時預かりを行った。

公立保育園　実施園１園　　　一日利用延べ４８６人、半日延
べ１６９人
法人保育園　実施園１３園　　一日利用延べ３，４９７人、半
日延べ５０８人
小規模保育施設　実施園５園　　　利用延べ２８２人

１１，２６８人／年 ３５，４０５人／年 ４，９４２人／年 ３３，２３６人／年 Ａ

利用者数は計画及び
前年度を下回るが、施
設側の提供体制は増
加しており、ニーズに
対する受入体制が十分
整備されている。

保護者の急病や断続的勤務・短時間勤務
等の勤務形態の多様化等に伴い、一時的
に家庭において保育を受けることが困難
となった乳幼児又は幼児について、主と
して昼間において保育園その他の場所で
一時預かりを行う。

実施園　公立保育園　１園、法人保育園　１
２園、小規模保育施設　１３園

４７，２９８，４００円 ４１，１２４，４８０円 ４４，２２５，０００円 保育課

9 病児・病後児保
育事業

児童が発熱等の病気となった
場合、病院や保育園等に付設
された専用スペースにおいて
看護師等が一時的に保育を
行う。

児童が病気の回復期にあり、保育園等での集団保育の困
難な期間、当該児童を病院、保育園等に付設された専用ス
ペースで看護師等が一時的に保育を行った。

実施園２園
利用延べ人数　３９人

７３人／年 ４９２人／年 ３９人／年 ９７２人／年 Ａ

利用者数は計画を下
回るが前年度を上回っ
ている。また、令和２年
度から実施する施設が
１か所増えたため、提
供体制は計画及び前
年度を上回っており、
ニーズに対する受入体
制が十分整備されて
いる。

児童が病気の回復期にあり、保育園等で
の集団保育の困難な期間、当該児童を病
院、保育園等に付設されたスペースで看
護師等が一時的に保育を行う。
実施園２園

８，７０６，０００円 ８，７０６，０００円 ８，７０６，０００円 保育課

10
ファミリー・サ
ポート・セン
ター事業

子どもの送迎や預かり等の援
助を受けたい会員（利用会
員）、援助を行う会員（協力会
員）及び利用・協力どちらも行
う会員（両方会員）からなるボ
ランティア的相互援助の組織
で、アドバイザーが会員の援
助活動の調整を行う。
また、病児・緊急対応強化事
業として緊急サポート事業を
実施した。

・協力会員３２３人、利用会員１，３５４人、両方会員１１１人
合計１，７８８人
・援助件数４，７４７件（うち産後育児サポート（※）は３４
件）
※産後育児サポートは新生児の沐浴や授乳等育児のサ
ポートを保護者の管理、監督のもと利用会員宅で援助を行
う活動。
・講習会１５回実施・援助者対象の茶話会１回実施・会報誌
の発行４回実施（市ホームページへ掲載）

・内訳
①提供体制実績　　９６回／年
②令和4年度決算額　　　１，３２０，０００円
③令和5年度予算額　　　１，３２０，０００円

８，２９３回／年

(就学前児童：３，２３８回／年)
(就学児童：５，０５５回／年)

８，２９３回／年

４，７４７回／年

(就学前児童：２，０７６回／年)
(就学児童：２，６７１回／年)

４，７４７回／年 Ｂ

会員のマッチングはおおむねできている
が、利用会員の増加、援助内容の多様化
等、課題もあるため引続き援助者（協力会
員、両方会員）の拡充に努めていく。

９，００１，０００円 ８，４５３，０６１円 ９，２１５，０００円 こども支援課

11 妊婦健康診査
事業

妊娠している方に対して、母
子健康手帳交付時に妊婦健
康診査受診票・助成券を交
付。医療機関に委託して14
回の妊婦健康診査のほか、
HIV 抗体検査、HBｓ抗原検
査、HCV 抗体検査、子宮頚
がん検査、HTLV-1抗体検
査、性器クラミジア検査、風疹
ウイルス抗体検査を実施。委
託契約のできない医療機関
を受診した場合には、妊婦健
康診査の受診料を償還払い
で助成する。

妊娠中の異常を早期に発見し、適切な保健指導を行うた
め、委託医療機関及び委託助産院において健康診査を実
施した。
妊婦健康診査
（超音波検査・Ｂ群溶血性連鎖球菌検査含む。）
　受診者数　１～１４回目　延べ11,691人
　その他の検査等
　受診者数       延べ　6,578人
 (１)Ｂ型肝炎抗原検査（ＨＢＳ）  ９５９人
 (２)Ｃ型肝炎抗体検査（ＨＣＶ) ９５９人
 (３)ＨＩＶ抗体検査                  ９６２人
 (４)子宮頸がん検査　            ８７８人
 (５)ＨＴＬＶ－１抗体検査　　　　９２９人
 (６)性器クラミジア検査　  　　９３１人
 (７)風疹ウィルス抗体検査　　 ９６０人
 (８)多胎児助成金　　　　　　　　   　０人

１，２１９人
(延べ１７，０６６人)

１，２１９人 ８３５人
（延べ１１，６９１人）

８３５人 Ｂ
妊婦健康診査として、1,000人を見込
む。

１０３，２１６，０００円 ９０，９４９，３８０円 １００，３４０，０００円 保健センター

12
実費徴収に係
る補足給付を
行う事業

特定教育・保育施設等に対し
て保護者が支払うべき日用
品、文房具その他の教育・保
育に必要な物品の購入に要
する費用又は行事への参加
に要する費用について、一部
又は全額を助成する。

令和元年１０月から実施の幼児教育・保育無償化に伴い、
私学助成幼稚園に通う年収３６０万円未満相当世帯及び小
学校３年生までの第３子以降の副食材料費を月額４，５００
円を上限に補助を実施した。

申請延べ人数１，５０４人

４，５７２人（延べ） ４，５７２人（延べ） １，５０４人（延べ） １，５０４人（延べ） Ｂ

私学助成幼稚園に通う年収３６０万円未
満相当世帯及び小学校３年生までの第３
子以降の副食材料費を月額４，５００円を
上限に補助を実施する。

１６，２００，０００円 ４，２４７，３４６円 ７，５６０，０００円 保育課

13

多様な主体が
本制度に参入
することを促
進するための
事業

民間事業者の参入促進、多様
な事業者の能力活用といった
観点から効果が高いと考えら
れる事業を実施する。

幼児教育無償化の対象とならない施設（いわゆる幼児教
育類似施設）を利用する児童の保護者に対して、月額２０，
０００円を上限に利用料の補助を実施する。

４０人（延べ） ４０人（延べ） ２４人（延べ） ２４人（延べ） Ｂ

幼児教育無償化の対象とならない施設
（いわゆる幼児教育類似施設）を利用する
児童の保護者に対して、月額２０，０００円
を上限に利用料の補助を実施する。

９６０，０００円 ４２３，９６０円 ９６０，０００円 保育課

8
一時預かり事

業

家庭において保育を受けるこ
とが一時的に困難となった乳
児又は幼児について、主とし
て昼間において、保育園その
他の場所で一時預かりを行
う。
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